
■ 1．はじめに

機械製造業は極めて重要な産業であり，農業・建
設業・輸送業などの産業用機械器具を製造し，ほか
の産業を支えている。機械製造業の分類が多く，総
務省の統計基準・統計分類によると，大分類の製造
業に機械器具製造業という中分類がいくつあり，例
えば汎用機械器具製造業，生産用機械器具製造業，
業務用機械製造業，電子部品・デバイス・電子回路，
電気機械器具製造業，情報通信機械器具製造業と輸
送用機械器具製造業がある [1]。 

ERPパッケージは多くの製造業企業に導入され
ている。ERPパッケージを導入する際に標準テン
プレートをもとに，業界の業務プロセスを分析した
うえシステムを改修し，企業に適切なERPパッケー
ジを導入する。機械の種類が多く，中小型の機械器
具から大型機械までいろいろなタイプの機械器具が
含まれ，ERPパッケージを導入する時に生産計画
管理のシステム設定はかなり複雑である。受注生産，
繰返生産と見込生産など生産形態が異なり，それぞ
れシステムの対応が必要である。また，機械製造の
品質管理と安全確保は大切である。ERPパッケー

ジを導入する時に通常導入されているシステムは会
計，購買管理，生産管理と販売管理システムに限る
ケースがあるが，機械製造業向けの ERPパッケー
ジを導入する時に品質管理，プラント保全と人事管
理システムも導入すべきである。
本稿は機械製造業の特徴を研究し，機械製造業向
けに ERPパッケージを導入する際に各システムの
カスタマイズと改修を検討し，ERPパッケージの
新規導入または再構築時のコンサルティングに役に
立つ提案をする。また，サプライチェーンの再構築，
人工知能の活用によるデジタル・トランスフォー
メーションの推進も研究内容に含まれる。

■ 2．機械製造業の分類と特徴

2.1　機械製造業の分類
機械製造業の中分類が多く，中分類にも細かい分
類があり，表 1は汎用機械器具製造業と生産用機
械器具製造業の小分類である（管理事務所を除く）
[2]。

以上の小分類を見ると，機械製造業は人々の生活
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に密接な関係があり，あらゆる生産活動を支えてい
る。機械製造業は農業と建設業など人々の生活に関
連する産業に影響があるだけでなく，造船と航空な
ど重要な産業にも大きな役割を果たすので，機械製
造業の収益向上と生産効率化は重要な課題である。

2.2　機械製造業の特徴
機械製造業の製造工程は開発設計・製図・原材料
調達・部品加工・組立・テスト・出荷という流れで
あり，加工工程が複雑である。機械を製造する時に
機械製造の知識と経験を有するうえ，留意しなけれ
ばならないところが少なくない。例えば金属部品の
切削加工をする旋盤という機械は高精度が求められ
る。現在主流となっているのは CNC（Computer 
numerical control）旋盤であり，即ちコンピュー
タ技術が搭載されている数値制御旋盤である。
CNC旋盤は顧客側の生産効率を向上させ，精密な
部品加工が実現できる。ユーザの仕様に応じ，小型
さらに超小型旋盤の受注が可能であるため，精度に
対する要求が厳しい。旋盤の高精度の必要性の根拠
は工作機械の母性原理である。加工された部品や製
品の形状は工作機械の運動と工具形状によって制御
されるが，これを母性原理（copying principle）と
呼んでいる [3]。つまり，工作機械は加工品を作る
ために，加工品以上の精度が必要とされている。工
作機械に関する規格は，国際的な標準である国際規
格（ISO）並びに日本国内の工業標準である日本工

業規格（JIS）が主としてあるが，この他にも団体
規格として日本工作機械工業会規格（MAS）があ
る [4]。 
機械は高精度が求められるので，品質の向上を目
指すには品質管理を重視し，組織的に品質管理体制
を取り組む必要があり，経営層と従業員は組織的に
品質保証の活動を行うべきである。クレームを出さ
せないために，生産に投入する前の原材料の品質検
査から製造の各段階まで品質をとことん管理する必
要がある。品質の高い完成品を製造するには，中間
部品の加工工程内の品質検査を重視し，不良率の低
減を実現し，顧客に信頼される品質検査の体制を築
く。
建築業と鉱山に使われる機械は大型機械が多く，
例えば，表土と鉱物を掘削する鉱山用の油圧ショベ
ルは大型機械である。機械特に大型機械を製造する
時に安全確保を重視しなければならない。機械の製
造輸送と販売後の組立すべての段階の安全性を考慮
し，安全を確保する。厚生労働省は機械安全による
機械等の安全確保について技術上の指針を定めてい
る。平成 28年の「機械安全による機械等に係る安
全確保に関する技術上の指針」は電気・電子技術や
コンピュータ技術の進歩に伴い，これらの技術を活
用することにより，従来の機械式の安全装置等に加
え，新たに制御の機能を付加することによって，機
械の安全を確保するという技術上の指針である [5]。
機械の製造と使用時にはリスク管理が不可欠であ
り，企業側は技術者への安全教育を行い，安全性を
確保し，労働災害の防止を図るべきである。
機械製造企業にとって技術者の育成も大切であ

表 1 [2]

図 1　購買在庫システムの仕入先比較レポート
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ジュールを確保する。
ERPパッケージの購買在庫管理システムの標準
テンプレートには仕入先と品目マスタデータを登録
することができる。資材の調達プロセスは購買依頼・
見積・購買発注・入庫・伝票の受入が含まれる。通
常見積書の商品価格により仕入先が選定されるが，
製造に使用される原材料の品質が良くない場合製品
の不良品率が高くなるので，仕入先の選定基準は原
材料の価額だけでなく，過去のデータがあれば製品
の歩留まり率を含めるのは製造原価の削減に役に立
つ。通常の ERPの購買在庫管理システムの見積価
格比較レポートに原材料の名称と値段が表示される
が，品質に関する項目を含めていない。不良品とい
う要素を考慮しなければならないので，機械製造業
向けの購買在庫管理システムの仕入先比較レポート
には原材料と仕入先別の価格という項目のほか，品
質に関するコメントなどの任意項目の追加を提案す
る。仕入先比較レポートの元データは見積書にあり，
見積書の明細条件に資材価格とともに，品質と製品
の歩留まり率などの任意入力欄を追加する。システ
ム改修を行い，仕入先選定に有力な情報を提供する。
機械製造業に ERPパッケージを導入する場合，
品目マスタのカスタマイズをする。機械設計に
CAD製図が使われるので，品目マスタデータは名
称・部品番号・規格・購買組織などのデータを含め
るほか，CAD図面も登録できるように設定される。
CAD対応の ERPシステムを使う場合，CAD対応
ボタンを選択する。CAD対応されていない場合，
品目マスタのCAD図面登録欄を追加し，データベー
スとレポート用のプログラムの改修作業を行う。
適切な在庫管理特にリアルタイムで在庫管理を行
うのは機械製造業にとって大切である。ERPの購
買在庫管理システムのテンプレートには在庫照会の
機能があり，通常品目マスタデータの品目名を入力
し，在庫照会が行われる。機械製造業の製品を製造
するには必要な部品の種類が多いので，部品のバー
コードをスキャンすることは品目名を入力すること
より速い方法であり，実現するには ERPパッケー
ジと外部システムとの連携が必要である。また，実
地在庫の確認は在庫差異を把握し，部品調達に役に
立つ。今実地在庫の確認はまだ人による作業が多い
が，今後ロボットによる実地在庫データの確認が増
え，ERPパッケージとの連携が期待される。
海外から部品を調達するのは機械製造業にとって
珍しくないので，ERPパッケージを導入する時に

る。機械設計時に使われる CAD製図技術，機械製
造に関する生産技術，品質管理の知識と安全性に対
する理解など，これらは機械製造技術者にとって重
要なノウハウである。機械技術者は職種によって，
さまざまな資格試験があり，例えば CAD利用技術
者，機械設計技術者，技術士と機械保全技術士など
の資格がある。従業員の技術力に関する情報は人事
管理において非常に大切な情報であり，人材配置と
人材育成時に役に立つ。従業員の情報をしっかり把
握すると，生産性の効率化を向上させる。
顧客のニーズが多様化になり，機械製造時に多品
種少量生産は多くなってきた。大量生産に比べ，多
品種少量生産は小ロットを使い，顧客の要求に応じ
える製品を製造する。必要な部品の在庫管理を行い，
柔軟な生産計画を立て，効率的に多品種少量生産を
実現するのは機械製造企業にとって大切である。
技術の進歩に伴い，機械製造業において ICTの
活用は推進されている。生産現場の製造進行状況と
稼働率の把握など，モノづくり現場の可視化は ICT
技術により実現できる。稼働率の把握だけでなく，
安全面の異常監視は AI技術を利用し，データを分
析する。機械製造企業のこのような AIを利用する
事例は少なくない。

■ 3．機械製造業における ERP 導入時の対応

ERPパッケージは製造業界の多くの企業に導入
されている。機械製造業において，資材調達・製造・
販売・品質検査・修理保守などは不可欠な業務であ
り，機械製造業に導入される ERPパッケージには
購買在庫システム・生産管理システム・販売物流シ
ステム・品質管理システム・プラント保全システム・
財務会計システム・管理会計システム・人事管理シ
ステムを含める必要がある。機械製造業の特徴を分
析し，企業独自の要求に応じ，各システムのカスタ
マイズまたは追加開発を行う。

3.1　購買在庫管理システムの対応
資材調達と在庫管理は企業の利益に密接に結びつ
いている。製造業の競争が激しくなりつつあり，コ
ストが低く，しかも品質がいい原材料を調達するの
は企業に利益をもたらし，不良率を下げる。また，
適切に在庫管理を行うことにより，倉庫管理のコス
トを下げ，生産時に必要な時に必要な量を供給し，
原材料の品切れ問題にならないように生産スケ

32 NAIS Journal



まず仕入先の所在国を調べ，それからカスタマイズ
で外貨換算レートを設定する。発注伝票のレートを
登録する時に平均レートまたは取引時のレートにす
るのは企業によって異なり，会社の規定に基づき，
システムのカスタマイズを行う。

3.2　生産管理システムの対応
機械製造業向けの ERPパッケージを導入する時
に最も重視されるのは生産管理システムである。生
産計画管理を適切に行うと，生産効率の向上を実現
し，余剰生産と生産不足を防止する。

3.2.1　多様な生産計画方針
機械製造業の生産計画方針は多種多様であり，

ERPの生産管理システムに見込生産・受注生産・
ロット生産・繰返生産などの生産計画方針を備える
べきである。以上列挙する生産計画方針はERPパッ
ケージに存在しない場合，カスタマイズを行い，追
加する。
見込生産は需要予測に基づき，見込で生産計画を
立てる生産計画方針である。ERPパッケージの生
産管理システムに用意されている見込生産方針を使
うと，需要予測から必要な完成品の量を予測し，
MRP（資材所要量計画）計算で必要な生産量さら
に必要な原材料を計算し，原材料を調達し，それか
ら製造指図を生成し，製造完了後完成品を入庫する。
受注生産は受注後生産計画を立てる生産計画方針で
ある。ERPパッケージの生産管理システムに用意
されている受注生産方針の手順は受注伝票を登録
し，MRP計算で完成品から原材料まで必要な量を
計算し，原材料を調達し，製造指図を生成し，製造
完了後完成品を入庫するという手順である。
生産方式から分類される場合，ロット生産と個別
生産などがある。生産管理システムにおいて生産方
針が細かく設定され，見込生産・見込ロット生産・
受注個別生産・受注ロット生産など様々な方針が設
定されている。機械を製造する場合，顧客の要求に
応じ個別受注することがあり，小型機械又は中間部
品の製造は量産で製造されることもある。ERPパッ
ケージを導入する時に企業の具体的な状況を分析
し，適切な生産方針を使い，ユーザに適切な導入案
を提供するのは大事である。同じ企業でも製品ごと
の生産計画方針が異なる可能性があり，また同じ製
品に対し様々な生産計画方針を使う可能性があるの
で，生産計画方針に対する理解が大事であり，生産

管理システムの担当者に対する教育を重視すべきで
ある。

3.2.2　部品表
ERPパッケージにMRPの計算プログラムが蓄
積され，MRPは完成品の需要量または受注量・在
庫量・調達リードタイム・生産に使われる時間など
の要素を含め計算する。見込生産と受注生産どちら
もMRPと関係があり，原材料までの数量を計算す
るために部品表のデータが必要となる。
部品表の種類は設計部品表・製造部品表・販売部
品・保守部品表などがあり，機械製造に最も関係が
あるのは設計部品表と製造部品表である。厳しい競
争を勝ち抜くために，機械製造企業は新しい機械の
開発を重視する。機械を設計するために設計部品表
を使うのは避けられない。設計部品表は機械デザイ
ンに使われ，外部システムとの連携で CADと繋が
ることができる。設計部門が悩むのは設計部品表の
登録問題ではなく，部品の納期問題で利用できない
場合困ることである。上手に機械を設計しても，部
品の納期が長い場合，生産に投入が不可能となり，
代替部品を使わざるを得ない。設計部門は試作品段
階で代替部品の使用を試み，設計部品表を登録する
時に代替部品を使う部品表も登録するのは解決方法
である。設計段階での失敗や仕様変更により，設計
部品表を変更する可能性がある。また，機械個別受
注の場合，特別な仕様が要求され，設計部品表の変
更または新規登録が発生し，この部分の対応を重視
しなければならない。
製品部品表は生産管理のための部品表であり，生
産管理システムの重要なマスタデータである。製造
部品表を登録する時に，部品表のタイプから製造を
選べば，部品表の用途は製造となり，MRPの計算
に使われる。機械製造は複雑なので，部品が多く，
階層も多い。多階層構造の製品部品表を登録する時，
ミスした場合，生産管理に大きなダメージを与える
ので，通常 ERPパッケージの部品表は単一層のみ
登録できるように設計される。部品表を登録する時
に単一層の部品表を登録し，それぞれ親部品と子部
品の関係を結び，利用時に多階層の部品表が表示さ
れ，ミスを減らす。
適切に部品表を管理するのは生産効率を向上させ
る。通常 ERPパッケージの設計部品表は製造部品
表と連携せず，設計部品表の部品表タイプは設計で
あり，生産に使われない。設計部品表が変更される
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場合，製造部品表は未対応のままの場合，後で対応
が必要となり，効率が悪い。設計部品表と製造部品
表との連携は企業の効率化に繋がり，ERPパッケー
ジを導入する時の課題の一つである。統合部品表を
用意するのは解決方法であり，統合部品表のデータ
ベースを用意し，設計部品表を登録する時にデータ
が統合部品表に登録され，製造部品表と繋がる。設
計部品表に変更があれば，統合部品表のデータベー
スに変更が反映され，製品部品表の変更もリアルタ
イムで反映される。統合部品表を利用するのは企業
の効率を向上させるが，デメリットはアドオン開発
の費用がかかり，ユーザ企業に負担をかけ，企業は
各自の状況に応じ判断を行うべきである。
グローバル化の進展とともに，海外に進出する機
械製造企業が少なくない。同じ製品は海外の工場と
日本国内の工場で生産される場合，同じ製品の部品
表が利用されるが，対応が不十分になる可能性があ
り，原因は同じ部品でも産地が異なる場合製品の不
良率が異なる。順調に調達と生産を行うために，海
外拠点の工場と同じ統合部品表のデータベースを共
有すると同時に，同じ完成品は生産拠点によって異
なる部品表を維持し，部品の必要な量を登録し，企
業に情報を提供する。

3.2.3　作業手順
生産管理システムのマスタデータである作業手順
は生産の効率化に緊密にかかわっている。ERPの
生産管理システムに作業手順を登録し，生産プロセ
スの各ステップの時間と内容を入力し，段取り時間
を含め，標準生産時間を把握することができる。作
業手順は生産のスケジューリングに繋がり，正しく

把握すると，無駄な時間を減らす。生産時間の実績
値と予定値の差異が発生する場合，全体の生産スケ
ジューリングに影響を及ぼす。差異の影響要因は多
く，作業現場の温度変化と設備不良などの原因で差
異が大きい場合，作業手順の見直しが必要とされる。
作業手順管理者は標準作業手順を含め，複数の作業
手順を登録し，実際の状況に応じ，柔軟に対応する
必要がある。また，機械稼働時間と作業員不足など
のボトルネック問題でやむを得ず作業手順を変更す
るケースがあり，複数の作業手順を維持するのは問
題を解決する方法の一つである。

3.2.4　生産計画
生産計画は販売計画または需要管理から始まり，
販売または需要の計画量を登録し，MRPの計算を
通し，生産計画が立てられる。計画量を直接に登録
する方法があるが，様々な要因で需要が変わる可能
性があるので，過去の実績データを入力し，需要予
測プログラムによる分析が行われ，需要量が計算さ
れ，さらに生産計画が立てられるのはよりよい方法
である。ERPの生産管理システムにおける需要予
測機能は近年ますます重視され，需要予測機能を使
う場合，ERPパッケージに需要予測機能の追加ま
たは外部システムとの連携二つの方法がある。どの
方法も完璧な需要予測分析が求められ，在庫状況・
販売データ・市場シェア・リードタイム・季節変化・
為替レートの変動などの要因を加味するうえ需要量
分析を行うのは正しい生産計画を立てる前提であ
る。
生産計画は長期計画と短期計画に分けられ，長期
計画は大日程計画であり，短期計画は中日程計画と
小日程計画がある。生産計画は販売計画・在庫管理・
部品表・調達期間・作業手順などの要素を考慮する
うえ立てられ，長期計画は主に販売計画と市場の需
要に密接に関係があり，短期計画は以上の要素のほ
か，在庫状況と納期要求の変動に大きく左右される。
ERPの生産管理システムでは月次・週次・日次の
生産計画を作成することができ，生産管理システム
の担当者は実際の状況に応じ，生産計画を作成する。
機械製造業の競争が激しくなるに伴い，多様な
ニーズに適応するために，多品種少量生産は進展し
ており，日次計画という小日程計画の立案は解決の
糸口である。小日程計画の立案は工程別計画を把握
し，個別受注生産の場合，小日程計画の利用により，
製番ごとの進捗を把握できる。システムで小日程計図 2　製造業に使われる部品表
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画を作成した後，実際の注文量の変化または外注部
品の納期遅れなどの原因で生産計画を修正しなけれ
ばならないケースがあり，生産計画を修正しやすく
なるために，ERPの標準テンプレートが対応され
ていない部分に追加開発を行う。例えば，生産スケ
ジューリングの可視化が実現され，スケジューリン
グ画面で変更する箇所を修正すれば，変更が ERP
システムに反映されるという機能を追加する。
多品種少量生産の対応は ERPシステムだけでな
く，生産プロセスの改善も求められ，経営層や生産
管理者との協力で生産効率の向上が実現される。顧
客の多様なニーズを満足させるために，多品種少量
生産は大量生産と異なり，段取り替え時間が長く，
製造コストの低減が難しい。製造コストを削減する
ために，段取り替え時間を短縮するのは解決策であ
る。また，高齢化と少子化問題が深刻になるととも
に，製造業で人手不足が問題になっている。特に機
械製造業は技術人材が必要で，技術の伝承は重要な
課題となる。多品種少量生産は多様な受注により，
人手が不足し，技術人材を確保する対策を行わなけ
ればならない。近年製造業において IoTの推進に
より，生産現場で協力ロボットの使用が進めされ，
人とロボットの協力は人材不足を解決する方法の一
つである。

3.2.5　キャパシティプランニング
キャパシティプランニング（Capacity Planning）
は能力計画という意味であり，生産管理において
キャパシティプランニングを無視することができな
い。受注が多くなると利益が増えることが期待され
るが，生産能力に制限され，製造できない場合があ
る。最適な生産計画を立て，利益を最大化にするに
は生産能力を考慮しなければならない。
生産能力のボトルネックになる原因は必要な製造
時間が作業者の最大作業時間または機械の稼働可能
時間を超えることである。生産能力を超え，無理に
注文を受ける場合，納期に間に合わない状況が発生
してしまう。生産能力を超えないような生産計画を
作成するために，需要を把握するうえ，生産管理シ
ステムで能力計画のカスタイマイズをしなければな
らない。ERPパッケージの生産管理システムで機
械加工時間と作業者の作業時間などボトルネックと
なる能力カテゴリを設定し，作業区の設定で作業区
に能力カテゴリを追加し，能力の最大値を設定する。
生産計画を立てた後，スケジューリングで作業区の

能力状況を確認し，生産能力を超える場合生産計画
を修正する。
ボトルネックの改善は生産管理のおいて重要な課
題である。作業者の作業時間を増やしたい場合，
ERPの生産管理システムでカスタマイズを行い，
作業者の作業時間のシフトを設定し，工場の実際の
状況に応じ，シフトの時間帯を設定する。機械加工
時間のボトルネックを改善するにはいくつかの方法
があり，段取り替え時間の短縮または並行作業など
挙げられる。並行作業の場合，設備投資に関係があ
り，機械の投資が有利かどうか計算する必要があり，
意思決定を行う時に正しく判断する。
機械の生産能力を超えるのは問題になるが，一方，
機械の利用不足は企業の損失になる。機械稼働率を
十分利用しないと，無駄な損失が出てしまい，原価
が増える。生産能力を最大に活用すれば，企業は利
益をもたらす。材料のリードタイムと機械の稼働時
間を考慮したうえ適切に生産計画を行い，原価が削
減され，利益の増加を実現する。

3.3　品質管理システムの対応
ERPパッケージを導入する際，業界によって品
質管理システムは導入されない場合があるが，機械
製造業にとって品質管理システムは不可欠である。
ERPの品質管理システムは購買物流システム・生
産管理システム・販売物流システム・プラント保全
システムと連携している。品質を確保するために，
機械製造業において原材料仕入から製品の生産出荷
までの各段階で品質管理は必要なプロセスであり，
各段階の業務に合わせ，品質管理が行われる。
機械を製造するために部品に対する要求が厳しい
ので，資材調達段階から品質検査が行われる。部品
を購入した後，ERPの品質管理システム担当者は
品質検査計画を作成し，入庫時に品質検査のため特
別な倉庫即ち部品検査専用倉庫に部品を入庫し，品
質検査に合格した後普通倉庫に移送する。品質管理
を順調に行うために，事前にカスタマイズする必要
がある。普通倉庫のほか，品質検査用の倉庫と返品
用の倉庫を設定し，品質検査タイプもカスタマイズ
で設定する。また品目マスタで品質検査タイプの
データを登録する。
製品が要求される規格に合うよう品質保証をする
ために，製造段階で品質検査を実施する。品質検査
の種類は工程間の検査と最終製品の検査があり，工
程間の検査は中間部品の品質検査を行い，次工程の
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設定し，それから適切な作業手順を設定し，製造原
価を登録する。個別原価計算は用いられる場合，製
造指図を利用し，製造原価を計算する。管理会計シ
ステムで機械作業と給料のパラメータを登録し，単
価を与える。生産管理システムで作業区にパラメー
タを登録し，製造指図を登録し，製造指図を完了し
た後実際製造原価を集計する。集計される製造原価
は給料と加工費だけでなく，原材料の原価も含まれ
る。各種の費用は製造指図に流れ，集計される。
多品種少量生産の場合，顧客の多様なニーズに応
じ，投入する原材料または仕様の変更がよく発生す
るので，原価集計は難しい。製造指図におけるロッ
トの変更，部品表の変更と作業手順における加工時
間の変更により，生産管理システムだけでなく，管
理会計システムの対応も必要であり，パラメータの
追加と費用の設定などの対応を行う。順調に業務を
行うために，追加開発を提案する。変更画面で変更
内容を入力すれば，図 3のように変更は管理会計
システムと生産管理システムで行われ，ミスと作業
漏れを防ぐ。

3.4.2　工程別原価
機械製造業は工程別原価が求められる場合があ
り，工程別原価計算はどの工程で実際原価が標準原
価を超えるのを把握し，原因を究明し，経営層の意
思決定に役に立つ。ERPシステムを利用し，製造
指図を完了した後，指図書別の原価レポートを出す
ことができる。レポートに実際原価と標準原価の比
較は表示されるが，工程別原価が表示されるシステ
ムは多くない。ERPシステムに工程別原価対応の
レポートがない場合，追加開発でデータベースに蓄
積された工程別費用を抽出し，工程別製造原価レ
ポートを作成し，工程別の実績原価と標準原価を比

生産が順調に行われることを保証する。最終製品の
検査は完成品製造後品質検査を行い，検品後合格品
を完成品倉庫に保管し，不合格品を合格品と異なる
倉庫に入れ，補修または廃棄などのように対処する。
製造段階の品質管理システムを利用する時に，ERP
パッケージの品質管理システムの設定を行うだけで
なく，生産管理システムで製造指図作成時に製造指
図の作業設定に品質検査のステップを追加する。品
質検査の結果はデータベースに保存され，不合格品
に対する追跡はどの工程で問題が発生するのを把握
し，品質改善と不合格品発生の未然防止に役に立つ。
追跡用のレポートは様々なタイプがあり，既存のレ
ポートテンプレートに必要なレポート形式がない場
合，導入企業の要求に応じ，追加開発を行う。
販売段階で品質検査システムも利用される。機械
製品を販売する前に，品質検査を行う。製品を検査
用倉庫に入れ，検査を行った後承認され，販売用倉
庫にいれ，その後受注伝票と出荷伝票を作成する。
品質管理システムを利用することにより，返品率を
下げ，企業のレピュテーションリスクを防ぐ。
生産用の機械が故障する時にプラント保全システ
ムを利用する。壊れた部品を交換するために新しい
部品を購買し，入庫時に検査を行い，その時に品質
管理システムとの連携が必要である。

3.4　管理会計システムの対応
原価削減は機械製造企業にとって存続の条件であ
り，原価管理を適切に行い，計画と実際原価の差異
分析は企業の意思決定にデータを提供する。ERP
パッケージの管理会計システムは重要なシステムで
あり，製造原価管理と収益分析に役割を果たす。機
械製造業を導入する際に製造原価を管理するため，
会計システムに財務会計システムだけでなく，多様
な機能が備わった管理会計システムを有する ERP
パッケージの選定が大事である。

3.4.1　原価計算方法
製造原価計算の種類は個別原価計算と総合原価計
算があり，機械製造業においてどちらも使う可能性
があり，個別受注生産の場合は個別原価計算を利用
し，繰返生産の場合は総合原価計算を利用する。総
合原価計算は用いられる場合，ERPの管理会計シ
ステムの期間別原価計算で原価を集計し，事前に管
理会計システムと生産管理システムにおける設定が
必要である。品目マスタで繰返生産のパラメータを 図 3　仕様変更による追加開発の設計例
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較する。例えば，第一工程で投入される材料は計画
数と同じであるが，第二工程で投入される材料の数
量は計画数より多くなり，第二工程の実際原価は標
準原価より多くなった。工程別製造原価レポートは
各工程の実際原価と標準原価の差異を反映し，経営
者に判断のためのデータを与える。工程別原価レ
ポートだけでなく，ほかのレポートも求められる場
合，企業側の要求に応じ，追加開発を行い，原価管
理の可視化を実現する。

3.4.3　部門別原価
機械製造企業は製造部門と補助部門があり，補助
部門の製造間接費配賦は管理会計システムで対応さ
れる部分である。各部門費用は ERPの会計システ
ムで集計され，管理会計システムで事前に配賦方法
を設定すれば，配賦を実行した後，補助部門費は各
製造部門に配賦される。原価計算基準の部門別計算
の手続きで定められるように，補助部門費は，直接
配賦法，階梯式配賦法，相互配賦等にしたがい，適
当な配賦基準によって，これを各製造部門に配賦し，
製造部門費を計算する [6]。管理会計システムで補
助部門費を配賦する時に，適切な配賦基準を選び，
補助部門費の配賦を行う。管理会計システムで直接
配賦法・階梯式配賦法・相互配賦などの基準に基づ
く配賦方法の開発は進んでおり，既に対応される
ERPパッケージがある。導入される ERPパッケー
ジにはこの部分の対応がない場合，追加開発を行う。
また，補助部門費の正常配賦と実際配賦はシステム
で行われ，予定部門費と実際部門費の比較ができる。

3.4.4　半製品の原価
機械製造に使われる部品が多く，半製品の使用は
避けられない。半製品の内製か外注という選択は企
業の利益に繋がり，経営陣が正しく意思決定を行う
ために，分析データを提供する必要がある。外注の
場合市場価格の調査と価格交渉の努力を行った後，
市場価格を把握する。内製の場合材料費と加工費用
をまとめ，内製に必要な費用を計算する。ERPの
管理会計システムの原価管理部分に内製と外注の比
較分析機能がサポートされていない場合，追加開発
で分析ツールの追加をすすめる。
半製品を内製する場合の原価計算はそれほど複雑
ではないが，事業部間の半製品を使用する場合，基
準によって内部振替価格が異なり，どの基準で内部
振替価格を決めるのは管理会計システムの設定に影

響を及ぼす。また，機械製造業において海外に進出
する企業が増えている。事業のグローバル化ととも
に，親会社と海外子会社あるいは海外子会社同士の
グループ内取引は増加する。そして，これらグルー
プ内取引に付与する価格が国際振替価格であるが，
この振替価格をどのような方法で設定するかによっ
て各企業の業績は大きく影響を受けるため，国際振
替価格設定基準の選択は多国籍企業にとって重要な
経営課題の一つである [7]。振替価格のシステム対
応は以上の要素を考慮しなければならない。加算基
準の違いで内部振替価格が異なり，海外に製造工場
を持つ場合，輸送費用の違いなどの原因で加算され
る金額が異なるので，振替価格が異なる。ERP導
入企業の実態を調査分析し，システムのカスタマイ
ズまたは追加開発の対応を行うべきである。
価格比較は半製品の調達先を決める要因の一つで
あるが，提供先の生産能力と在庫状況も考慮される
要因であり，物流も考慮に入れ，経営陣にとって半
製品調達先の選定は簡単ではない。したがって，情
報システムは経営陣に意思決定のためのデータを提
供するために，在庫可視化と原価可視化の実現を重
視すべきである。新型コロナの影響で部品調達が重
要な課題となり，在庫状況とリードタイムのほか，
いろいろな要素を考える必要がある。部品調達が順
調に行われない場合，稼働が停止になる恐れがあり，

図 4　内部振替価格使用時の調達先選定
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常大量生産の場合仕掛品の計算はカスタマイズで予
定原価の方法を選び，個別受注生産の場合仕掛品計
算は実際原価の方法を選ぶ。個別受注生産の場合製
造指図を利用し，生産進捗状況により仕掛品原価が
集計され，仕掛品の棚卸高が会計システムの財務諸
表に表示される。

3.5.3　ソフトウェア
ソフトウェアの重要性は，機械製造業においても
高まっている。例えば産業用ポンプを製造していた
会社は，ポンプ単体を製造販売することにとどまら
ず，ポンプを使用した水処理システムを構築して販
売するようになっている。また金属加工の旋盤を製
造していた会社では，数値制御装置付の NC旋盤に
事業の軸足を移行しているところもある [8]。
ソフトウェアの会計処理は比較的に複雑で，目的
の違いで記帳される勘定科目が異なる。図 5はソ
フトウェア会計上の取扱いのまとめである。会計シ
ステムの担当者はそれに基づき，適切に会計処理を
行う必要がある。

3.6　人事管理システムの対応
機械製造業の特徴部分で述べたように，機械製造
業において製品の品質に対する要求が厳しく，高精
度が求められるので，品質の高い製品を製造するた
めに，技術の伝承と技術者の育成は重視されるべき
であり，特に少子高齢化により，技術を持つ労働力
の確保は人事管理の課題である。
人事管理の業務が広く，従業員の情報管理・給与
管理・勤怠管理・福利厚生管理・従業員の育成・人
事評価は人事業務に含まれる。ERPパッケージに
人事管理システムがある場合，人事管理システムを
利用し，人事データを管理する。ERPパッケージ
に人事管理システムがない場合，外部の人事管理シ
ステムを選定し，ERPパッケージと連携する。

サプライチェーン再構築は経営と情報システム両方
において重要な課題となる。

3.4.5　分析レポート
企業の経営陣に有力な情報を提供するため，会計
情報の分析機能を備えるのは管理会計システムに
とって重要である。各経営指標算定用のレポートは
管理会計システムで出力され，経営陣は企業の安全
性と収益性を把握し，企業の問題を解決するために
適切な判断を行う。様々な経営指標があり，例えば
損益分岐点売上高・流動性比率・在庫回転率・投下
資本利益率が挙げられる。管理会計システムですべ
ての経営指標対応のレポートを備えるのは難しいの
で，導入企業の要求に応じ，開発により対応されて
いないレポートを追加する。

3.5　財務会計システムの対応
財務会計システムにおける設定が複雑なので，本
稿は機械製造業に ERPの財務会計システムを導入
する時の留意点のみ説明する。

3.5.1　会計基準
グローバル展開により，海外で生産拠点を持つ機
械製造企業は少なくない。日本で日本会計基準では
なく，ほかの会計基準を採用する企業がある。例え
ば，米国基準または国際会計基準を採用する企業が
ある。ERPパッケージを導入する時に，導入企業
の会計基準を調べ，財務会計システムでカスタマイ
ズを行い，会計基準を設定する。米国基準または国
際会計基準は日本会計基準との違いが多いので，
ERPコンサルタントは導入企業の会計基準に対し，
十分理解するが必要がある。

3.5.2　棚卸資産
機械製造業の棚卸資産に原材料，半製品と完成品
のほか，仕掛品も含まれる。原材料の棚卸資産は購
買在庫システムの在庫データに連携し，生産に投入
した後の棚卸高は会計システムに反映される。半製
品と完成品の棚卸資産は在庫データにより反映さ
れ，完成品は製造完了後の入庫量と販売量により在
庫データが決まり，半製品は製造後の入庫量と完成
品製造のために投入した量により在庫データが変わ
る。仕掛品の棚卸資産の計算は個別受注生産と大量
生産の区別があり，会計システムにデータが反映さ
れるためにどちらもカスタマイズが必要である。通 図 5　ソフトウェアの会計上の取扱い [8]
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合，設備の修理を行う。ERPのプラント保全シス
テムを利用し，設備保全計画を立てる。事前にプラ
ント・作業区・設備などのデータを登録し，設備修
理のために使われるプラント保全タイプの部品表を
登録する。設備が故障した時に保全指図を作成し，
修理のための部品調達から修理完了まで保全指図を
管理する。
安全生産は大事なことであり，定期的な設備保全
により機械の故障を防止し，労働災害のリスクを低
減する。近年労働者の安全を確保するためのシステ
ムは開発され，ERPプラント保全システムとの連
携が進んでいる。

■ 4．サプライチェーン再構築

新型コロナウィルス感染症の流行は世界経済に大
きく影響を及ぼし，物流の混乱を招いてしまった。
サプライチェーンの脆弱性のリスクを回避するため
に，機械製造企業にとってサプライチェーン再構築
は切迫した課題である。
機械製造業の製品に必要な部品は多く，全ての部
品を調達するのは複雑なことである。グローバル化
の進展により，海外から部品を調達することが多く
なった。コロナ禍で部品調達はより一層複雑になり，
特に海外からの部品調達が不安定となり，物流停滞
による工場の稼働停止のリスクが増えている。
機械製造業の販売状況を調査し，2020年第Ⅱ期
日系製造業のグローバル出荷指数が低下になり，輸
送機械工業は前期にマイナス 35.6%，汎用・生産用・
業務用機械工業は前期にマイナス 9.4%低下になっ
た [9]。 2021年日系製造業の国内出荷・海外出荷
ともに上昇し，グローバル出荷指数を見ると，汎用・
生産用・業務用機械工業は前年より 19.3%，輸送機
械工業は前年より 12%上昇した [10]。販売が回復
したので，売上を伸ばすために部品調達は企業に
とって大切な課題である。
従来の部品仕入は部品の値段・品質・リードタイ
ム・安全在庫などの要素を考慮するが，コロナウィ
ルスの流行と世界情勢の変化により，グローバル調
達の潜在的なリスクも要素に入れ，安全なサプライ
チェーン再構築は企業にとって重要な経営戦略であ
る。海外の生産拠点による中間部品の調達が不安定
になるため，日本国内で生産拠点を新設し，中間部
品の調達を確保する。また，従来の調達先は一か所
にある場合，多くの国で生産拠点を設立し，中間部

人事管理システムの人事データの情報管理は人事
管理システムの基本であり，導入企業の状況によっ
てカスタマイズし，必要な項目を表示させる。事前
に導入企業の人事業務を調べ，従業員のデータ管理
画面に必要な入力項目を選定し，既存項目にない場
合項目を追加する。例えば社員の資格管理画面に機
械製造業に必要な資格項目を追加し，データベース
の設定も行う。グルーバル化の進みにより，多国籍
の人材管理は課題となり，人事データ管理の工夫が
必要である。従業員の個人情報データは従業員番号・
名前・住所・国籍・所属部署・資格取得情報などの
一般データがあり，ほかに給与に関わる支給情報と
雇用形態などのデータも登録内容であり，企業年金
基金の情報も含まれる。
人事管理システムに給与管理と勤怠管理があり，
これらのデータは従業員の給料計算に関係がある。
給与管理は従業員の勤務年数による昇給，人事考課
による昇給などの情報を管理し，勤怠管理は勤務ス
ケジュールと出勤時間などのデータを管理する。勤
怠管理において各種の勤務スケジュールを設定し，
勤務時間を登録すれば，従業員の給与が計算される。
給与データは管理会計の原価と繋がり，給与即ち労
務費は製造原価の一部である。人事管理システムを
持つ ERPシステムでは給与計算情報は原価管理と
連携するが，外部の人事管理システムを使う場合，
原価管理と繋ぐために追加開発を行う。
従業員の教育も人事管理に対し無視できないこと
なので，人事管理システムに教育・社内訓練・外部
受託訓練などの活動項目があればシステムの追加開
発なしで追加開発費用を節約するので，人事管理シ
ステムの選定が重要である。
授業員データの可視化は人事担当者にとって非常
に重要であり，業務改善に繋がる。例えば，新しい
プロジェクトの人員を選定する場合，適切な人事分
析レポートがあれば人事業務を速やかに行う。シス
テム導入時に人事担当者の意見に基づき，既存シス
テムの分析ツールに必要なレポートがない場合追加
開発を行う。

3.7　プラント保全システムの対応
工場で機械または部品を作るための設備が故障し
た時に製造活動を正常に行うことができないので，
設備保全を行う。保全は定期保全と故障時の保全二
つのタイプがある。設備のメンテナンスは定期的に
行われ，設備の故障を未然に防ぐ。故障になった場
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務の正確さと効率化を向上させる。AIアプリケー
ションによる ERPシステムの強化は会計・人事・
物流など各ビジネスプロセスにおける機能改善を実
現した。

SAP Business Technology Platformで開発され
た AIアプリケーションの例を挙げ，企業基幹業務
への活用を説明する。財務会計における AI活用の
例は請求伝票処理の自動化である。Emailで添付
されている請求伝票をスキャンした後，伝票のデー
タは AIで抽出され，SAP S/4HANAシステムに登
録される。AIによる請求伝票処理の自動化は業務
の効率を向上させ，人為的ミスを減らすことを実現
する [11]。物流における AIアプリケーションの例
はグローバル事情によるサプライチェーン中断の評
価である。分析対象であるコロナウルィス・ロック
ダウン・為替レートなどのリスク要素を事前に登録
し，部品未納の発注伝票を分析し，リスクを分析す
る [11]。このアプリケーションを利用し，リスク対
策をすれば，サプライチェーンの中断を未然に防ぐ。
以上の例特に物流の例は機械製造業に役に立つ。
未納状態の発注伝票に対し，グローバルな視点で企
業の部品調達のリスクを分析評価し，サプライ
チェーンの中断がしないよう確保措置をとる。AI
アプリケーションは企業経営に役割を果たし，今後
より多くの AIアプリケーションが開発されると予
想され，導入により ERPシステムの機能を強化す
る。

■ 6．おわりに

機械製造業はほかの産業を支えている産業であ
り，機械製造業における ERPパッケージの導入を
研究した。機械製造業の種類が多いので，本稿は工
作機械と大型機械を例に挙げ，特徴を分析した。機
械製造業は高精度が求められ，品質管理が重視され，
技術者の確保が必要だという特徴を持ち，ERPパッ
ケージを導入する時に特徴を考慮したうえ，企業の
具体的な状況を分析し，ERPパッケージの各シス
テムのカスタイマイズまたは追加開発を行う。

ERPパッケージの導入により，機械製造企業の
業務改善ができ，生産性の向上とコスト削減を実現
する。複雑で種類が多い部品と原材料を調達するこ
とは難しいので，仕入先の選定は資材の値段だけで
なく，品質とほかの要素を含める必要がある。また，
グローバル調達も進んでいるので，本稿は購買在庫

品の途絶を防ごうとする動きがある。
コロナ禍で今まで経験しなかったサプライチェー
ンの脆弱性が現れ，機械製造業企業の生産活動にダ
メージを与えた。多くの企業の経営陣はサプライ
チェーン再構築を検討し，生産拠点を新設し，原材
料と中間部品の調達先を見直し，リスクを分散させ
るよう戦略を考えている。物流コスト，リードタイ
ム，重要な部品が調達できない場合の代替先の選択，
海外新設工場の人件費と投資のリスクなど，いろい
ろな要素を含め，戦略を立てる。同時に企業の情報
システム部門はシステムの対応を行う。ERPシス
テムは既に導入されている場合，対応する各システ
ムの再設定を行う。例えば，購買組織の追加，仕入
先の追加，新しい物流ルートの設定，部品の品目マ
スタにおけるプラントと購買組織の追加設定などの
対応を行う。

ERPシステムを利用するメリットは在庫可視化
が実現でき，在庫切れになる前に発注し，在庫保管
費用を最小限にする。しかし，地震と洪水などの原
因で部品調達不能になり，稼働停止になったことが
あり，非常事態に対応するために，在庫保管費用を
最小限にすることを考えるだけでなく，安全在庫の
見直しと非常時の対策案を立てるべきである。
2020年からのコロナ禍で物流の確保が厳しくなり，
サプライチェーンの再構築案を決めるには様々な要
因を考えるべきである。企業のグローバル展開によ
り，今後新たな課題が現れる可能性があり，サプラ
イチェーン再構築は今喫緊の課題であり，今後も機
械製造企業が抱える課題である。

■ 5．人工知能の活用

人工知能（AI）とクラウドなどの技術の発展に
より，デジタル・トランスフォーメーション（DX）
は製造業に浸透しつつあり，機械製造業に大きな変
革をもたらした。
機械学習を利用し，大量のデータを分析し，予測
を行うことができる。機械学習は教師あり学習と教
師なし学習のタイプが含まれ，教師あり学習は正解
であるデータを有し，機械学習を行う。教師データ
が多ければ多いほど学習精度が高い。近年 AIによ
る ERPシステムの強化が進んでおり，ERPシステ
ムには大量のビジネスデータが蓄積されているの
で，機械学習に必要な学習データを提供することが
できる。AIアプリケーションの応用は企業基幹業
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システムの対応を検討した。生産管理システムは機
械製造企業にとって最も重要なシステムである。見
込生産と受注生産など多様な生産形態があり，生産
管理システムで適切な生産計画方針を選ぶ。顧客の
ニーズの多様化により多品種少量生産が求められ，
生産管理システムの対応だけでなく，技術者の確保
という観点で人事管理システムにも影響を及ぼし
た。高精度が求められるので，品質管理システムは
機械製造企業にとって不可欠なシステムであり，購
買から生産と販売までの各業務プロセスで品質管理
は大きな役割を果たし，各段階において品質管理シ
ステムが利用される。原価管理は企業の利益に繋が
り，本稿は工程別原価と半製品の原価などに関し管
理会計システムの対応を検討した。また，管理会計
システムの分析レポートを使い，意思決定にデータ
を提供する。
コロナウィルスの影響で部品調達が不能になった
ことが発生し，製造活動と販売活動に影響を及ぼし，
サプライチェーン再構築は機械製造企業にとって
重要課題となった。部品のコストとリードタイムの
ほか，部品が届くまでのリスクを含め考えなければ
ならない。AIアプリケーションの開発との連携に
より，ERPシステムの強化が実現できる。例の一
つはグローバル事情によるサプライチェーン中断の
評価という AIアプリケーションである [11]。AIア
プリケーションはサプライチェーンの中断を未然に
防ぎ，サプライチェーンの再構築を支える技術の一
つと言える。

ERPシステムはリアルタイムデータを提供し，
在庫や生産スケジュールの可視化を実現する。近年
ユーザ視点で作る UI/UXデザインは重視され，
ERPシステムもユーザに使用しやすいウェブ開発
が進んでいる。業務担当者はモバイル端末から
ERPシステムに接続し，データを確認する。ユー
ザの使いやすさを考慮し，画面サイズに合わせたレ
スポンシブデザインは使われている。
本稿は機械製造業における ERPパッケージ導入
時のシステム対応を分析し，重要なところを述べた
が，言及していないところがある。また，機械製造
企業の規模により，必要なサービスが異なり，企業
は具体的な状況を分析し，適切な ERP製品とサー
ビスを選び，必要な部分のシステム対応を行い，企
業の経営課題を解決する。
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